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1. はじめに 
 

1960 年代以降のモータリゼーションの進展、および

1970 年代以降の郊外型大規模店舗の急増は日本の商業

地域のあり方を大きく変化させ、それまで地域社会での

商業活動において中心的役割を担ってきた商店街の衰退

を招いた。しかし、郊外まで買い物に行けない高齢者や

非車利用者にとって、商店街は今なお重要な役割を担っ

ており、人口減少・成熟社会へと向かう日本において賑

わいのある商店街の再生は重要な課題であるといえる。

これまでにも、商店街に賑わいをもたらす要因について

分析した研究は数多くあるが、それらの研究の多くは、

主として商店街の規模や業種構成などに着目したもので

あり、商店街の賑わいに大きく影響する要因の一つであ

ると考えられる歩行者空間の整備状況については、充分

考慮されてきたとはいえない。しかし、今後、歩行者空

間整備の是非を判断する上で、歩行者空間の整備状況と

賑わいとの関係について、定量的に明らかにすることは

重要であると考えられる。 
そこで、本研究では、京都市内の86商店街を対象に、

文献調査及び歩行者数調査をはじめとする現地調査に基

づいて、歩行者空間の整備状況を詳細に把握し、調査に

おいて計測した各商店街の歩行者数により算出した、歩

行者の密度を賑わいの指標として用い、歩行者空間の整

備状況が商店街の賑わいに及ぼす影響を定量的に明らか

にすることを目的とする。さらに、小売業年間販売額も

賑わいの指標とすることで、歩行者密度のみならず、商

店の販売額にも、歩行者空間の整備状況が影響を及ぼし

ていることを明らかにする。 
 

2. 既往研究のレビューと本研究の特徴 
 
商店街における歩行者空間の整備状況が、賑わいに及

ぼす影響については、これまでにも、さまざまな議論が

なされている。例えば、谷口ら１)は、地方都市の商店街

において、自動車アクセス性を高めることを目的に、自

動車流入規制を廃止する方途が議論されていることを報

告している。これに対し、佐々木２)は「道路を拡幅し整

備した商店街で栄えたところは一つもない」と述べ、車

両の通行を可能にして道路を拡幅したことで、商店街の

店舗が分断され、結果として商店街の衰退を招いている

ことを主張している。しかし、これらの文献では、歩行

者空間の整備状況と商店街の賑わいとの関係について、

定量的な分析はなされていない。また、本研究と同様の

視点から、定量的な分析がなされているものとして、自

動車流入量と歩行者通行量・店舗への来客数の間に負の

相関があることを示している山本らの研究３)があるが、

この研究では、歩行者通行量や店舗への来客数など商店

街の賑わいを説明する要因については明らかにされてい

ない。 
商店街に賑わいをもたらす要因に関する研究としては、

東京都心部の近隣型商店街を取り上げ、それらの商店街

の小売業年間販売額や従業員数などを指標とし、商店街

の規模・業種構成の変化との関係を明らかにしている田

中らの研究４)や、京都市都心部の商店街において、年齢

別の商店街利用者数と業種構成との関係を示している森

田の研究５)、商店街の業種構成と来街者の回遊行動との

関係を示し、最終的には各商店街の施設効率係数（業種

ごとに立ち寄り施設数を総施設数で除した数値）を賑わ

いの指標として提案している大岩らの研究６)が挙げられ

る。これらの研究は、いずれも業種構成などを考慮して

賑わいの要因を分析しているものの、その要因において

歩行者空間の整備状況は考慮していない。また、対象商

店街が少ない、あるいは特定の種類の商店街に限定して

おり、商店街全般を網羅的に扱っていない。 
これらを踏まえた上で本研究の特徴を以下に挙げる。 

・ 歩行者空間の整備状況が商店街の賑わいに及ぼす影

響を定量的に明らかにするとともに、その影響の大

きさを、既往研究で扱っている他の賑わい要因と比

較している点。 
・ 京都市内の一定以上の商店数を有する全ての商店街

を対象に、歩行者密度、小売業年間販売額の２つの
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データを賑わいの指標として分析・比較している点。 
 
3. 商店街における歩行者数調査 
 

(1) 調査の目的 
賑わいがある商店街とは、一般的に、多くの人が集ま

り、商店の売上を通じて活気のある商店街であるといえ

る。そこで、本研究では、商店街の賑わいを定量的に示

す指標として、歩行空間面積当たりの歩行者数で表され

る歩行者密度、及び小売業年間販売額を用いることとし、

歩行者密度を算出するために、対象商店街全てにおいて

現地調査を実施し、歩行者数を計測した。なお、本研究

は、対象とする商店街の選定にあたり、京都商店連盟発

行の「京の商店街 2005」７)に掲載されている全158商店

街のうち、構成店舗数が20店舗に満たない商店街、ある

いは 建物内の複数フロアに店舗が分散している商店街

を除いた。その結果、本研究では京都市内86の商店街を

対象とすることとした。 

 
(2) 調査の概要 
本研究は、86全ての商店街を対象に、2008年11月

19日～12月2日において、平日・休日のそれぞれ時間

帯①（13時～15時）・時間帯②（15時～17時）に歩行

者数を調査した。 
調査の具体的方法としては、まず、各商店街の街路に

おいて50mごとに街路の進行方向と逆方向の2方向に向

かって、地面より約2mの高さから写真を撮影した。ただ

し、各街路の両端のポイントについては商店の並ぶ方向

にのみ撮影した。なお、街路が曲がっており、50ｍ先が

撮影できない場合は、50ｍ以下であっても全ての街路上

が撮影できるよう、撮影ポイントを設定した。歩行者数

の集計は、撮影した写真に写る歩行者のうち、撮影方向

の次のポイントまでの区間にいる歩行者を計測した。撮

影は双方向について行っているため、各方向の歩行者数

の平均をとり、街路区間内の総歩行者数として算出した。

この総歩行者数を歩行者空間の面積で除し、歩行者密度

を算出した。 
 
4. 歩行者空間の整備状況が賑わいに及ぼす影響の分析 
 
ここでは、賑わいを表す指標として歩行者密度、小売

業年間販売額を用い、歩行者空間整備状況をはじめとす

る商店街の賑わい要因を数量化Ⅰ類を用いて定量的に示

す。なお、小売業年間販売額は 2004 年度の商業統計８)

の値を売場面積で除した値を用いた。 
 
(1) 賑わい要因を表す変数の設定方法 
商店街の賑わい要因として着目する歩行者空間の整備

状況に関しては、表 1 に示すように、車道幅員と歩道幅

員を合わせた全幅員に対する歩道幅員の割合を表した歩

道率という変数を用いる。なお、歩行者専用道路を有す

る商店街については 100%、歩道を設置していない商店

街については0%とする。歩道幅員及び車道幅員について

は「京の商店街」７)の数値及び電子住宅地図上で計測し

た数値を用いた。ただし、両者の値が大きく乖離してい

る場合については、現地において実際に計測した値を用

いることとした。 
また、歩道率以外の賑わい要因を表す変数として、本

研究は、既往研究でも扱っている商店街へのアクセス性

を表す発着バス本数・発着鉄道本数・最寄り駅までの距

離、店舗の影響を表す売場面積及び店舗密度、観光地の

影響を表す観光地までの距離、都心部の影響を表す都心

までの距離、周辺住民の影響を表す人口密度及び高齢化

率、商店街の構造を表す全幅員を用いることとした。な

お、対象とする観光地については京都市観光調査年報９)

において観光客の訪問率が 5%を超えているものを選定

した。 
ここで、説明変数間の相関を調べたところ、0.5を超え

るような高い相関は見られなかった。 
 

表 1 賑わい要因を表す変数の設定方法 

変数名 設定方法

歩道率 歩道幅員が全幅員に占める割合

売場面積 1店舗当たりの売場面積

発着バス本数
商店街から半径300m圏内のバス停に
1日に発着するバス本数の合計

発着鉄道本数
商店街から半径500m圏内の鉄道駅に
1日に発着する鉄道本数の合計

観光地
までの距離

観光客の訪問率が5%を超えている
最寄りの観光地までの距離

店舗密度 歩道1m当たりの沿道の店舗数

都心
までの距離

地価最高点までの距離

人口密度
商店街から半径1km圏内の
65歳以上の居住者の割合

高齢化率
商店街から半径1km圏内の
居住者の人口密度

全幅員 車道幅員と歩道幅員の合計

最寄り駅
までの距離

商店街の最寄り駅までの距離
 

 
(2) 歩行者密度を用いた賑わいの要因分析 
まず、時間帯ごとの歩行者密度（人／㎡）を外的基準

とし、説明変数として表 1 に示した変数を用いて、数量

化Ⅰ類により商店街における賑わいの要因を分析した。

その結果、重相関係数は0.65～0.75程度の値を示してお

り、概ね良好な結果が得られたといえる。推定した各説

明変数の平日、休日のカテゴリスコアをそれぞれ図1、2
に示す。 
図1、2に示すように、歩道率が最も高い歩行者専用道



路を有する商店街は平日の時間帯①（13～15時）を除く

全ての時間帯においてカテゴリスコアが最も大きくなっ

ており、平日の時間帯①（13～15時）についても正の値

を示している。一方、歩道がない商店街については全て

の時間帯においてカテゴリスコアが負の値となっており、

歩道率の高い商店街のほうが歩行者密度が高くなってい

ることがいえる。したがって、歩道率は商店街の賑わい

を生む要因となっていることが明らかになったといえる。 
商店街の賑わいに最も大きな影響を及ぼしている要因

は、図1、2に示すように観光地までの距離であり、より

近距離に観光地が立地している商店街ほど歩行者密度が

高くなり、賑わいが大きくなるという結果が全ての時間

帯において得られた。特に500m圏内のカテゴリスコアは

非常に大きくなっている。これは、観光地に近い商店街

は観光地への動線上にある場合が多く、観光客に向かう

人の通行によって歩行者数が多くなるためと考えられる。

また、都心からの距離も賑わいに大きな影響を与えてい

る。特に、都心までの距離が 1km 圏内のカテゴリスコア

が正の値を示しており、都心に近い立地の商店街の賑わ

いが大きいことがいえる。 

歩道率及び観光地・都心までの距離以外に商店街の賑

わいに大きな影響を及ぼしている要因としては、商店街

へのアクセス性を表す発着鉄道本数、発着バス本数及び

最寄り駅までの距離が挙げられる。これらのアクセス性

を表す変数についても、歩道率と同様に、時間帯に関わ

らず商店街の賑わいに正の影響を及ぼしている。その影

響の大きさを歩道率と比較すると、平日については歩道

率のほうが、発着鉄道本数及び発着バス本数よりも大き

な影響を及ぼしているといえる。一方、休日に関しては、

最寄り駅までの距離も含めたアクセス性を表す要因と同

程度の影響を与えているといえる。 

また、売場面積、店舗密度について、商店街の賑わい

に及ぼす影響をみてみると、平日の時間帯①（13～15時）

を除き、売場面積が大きい商店街ほど歩行者密度が高く

なる傾向がみられる。この傾向は特に休日に強くみられ

るが、これは 1 店舗当たりの売場面積の大きい商店街ほ

ど、購買目的で訪れる人々が利用しやすく、賑わいが大

きくなるためと考えられる。店舗密度についても売場面

積の場合と同様に、店舗密度が高い商店街ほど歩行者密

度が高くなっており、特に休日においてその傾向が顕著

だった。これは、購買目的で訪れる人が多い休日におい

ては、より効率的な買い物が可能となる、街路沿いに商

店が密集している商店街ほど来街者が多くなった結果、

商店街路の賑わいが大きくなったためであると考えられ

る。これらの要因について、その影響の大きさを歩道率

と比較すると、売場面積については、平日においては歩

道率による影響のほうが大きく、休日においては歩道率

による影響と同程度の影響を与えており、店舗密度につ 
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図 1 平日における賑わいの要因分析 
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図 2 休日における賑わいの要因分析 

 



いては、平日・休日問わず歩道率のほうが賑わいに対し

て大きな影響を与えているといえる。 
 

(3) 年間販売額を用いた賑わいの要因分析 

次に、売場面積当たりの小売業年間販売額を被説明変

数とし、(2)と同じ説明変数を用いて数量化Ⅰ類による分

析を行った。その結果、重相関係数は0.52となり、説明

力は高いとはいえないが、一定の関係を示しているとい

える結果が得られた。推定した各説明変数のカテゴリス

コアを図3に示す。 
歩道率についてみると、歩道率が最も高い、歩行者専

用道路を有する商店街の売上が最も大きくなっており、

一方で歩道がない商店街の売上は最も低くなっている。

したがって、歩道のある商店街の方が多くの賑わいがみ

られるといえる。他の要因についてみると、都心までの

距離については１km圏内の商店街のカテゴリスコアが非

常に大きな正の値を示しており、都心に近い商店街の利

用が多いことがわかる。また、人口密度の高いカテゴリ、

高齢化率の低いカテゴリのカテゴリスコアは高くなって

おり、人口が比較的密集している地域や高齢者が少ない

地域において、商店街の売上が高いといえる。また、売

場面積については１店舗当たりの売場面積が広い商店街

ほど売場面積当たりの売上が低くなっているが、これは

売場面積の広い商店街は大型店舗を含んでいる場合が多

い一方で、同じ商店街に含まれる他の売上の低い小規模

な店舗の影響を受け、売場面積当たりの売上が低くなっ 
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図 3 年間販売額を指標とした賑わいの要因分析 

ているためと考えられる。 
 
5. 結論 

 
本研究では、歩行者空間の整備状況と商店街の賑わい

との関係が定量的に示されてこなかったことを踏まえ、

京都市の 86 商店街での現地調査を基に、歩行者空間の

整備状況を詳細に把握した上で、実際に各商店街の歩行

者密度を計測し、小売業年間販売額とともに、商店街の

賑わいを表す指標として用いることで、京都市内の商店

街の歩行者空間の整備状況が賑わいに及ぼす影響を定量

的に明らかにした。 
その結果、歩行者密度を賑わいの指標として用いるこ

とで、歩行者空間の整備状況は、従来から商店街の賑わ

いの要因として用いられてきた商店街へのアクセス性や

売場面積・店舗密度といった商店街の特性を現す変数と

比較しても、同等あるいはそれ以上の影響を及ぼしてい

ることを定量的に示した。さらに、小売業年間販売額を

用いた分析によって、歩行者空間の整備状況が商店街へ

の来街者を増やすだけでなく、商店の売上にも影響を及

ぼす要因であることを示した。したがって、これまで商

店街の賑わいとの関係が定量的に明らかにされてこなか

った歩行者空間の整備状況が、商店街の賑わいを説明す

る上で重要な要因であることを明らかにした。 
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